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Ⅲ 両院通過議案要旨及び衆議院の委員会における附帯決議等 

 

【内閣委員会】 

○重要電子計算機に対する不正な行為による被害の防止に関する法律案（内

閣提出第４号）要旨 

 本案は、インターネットその他の高度情報通信ネットワークの整備、情報通

信技術の活用の進展、国際情勢の複雑化等に伴い、そのサイバーセキュリティ

が害された場合に国家及び国民の安全を害し、又は国民生活若しくは経済活動

に多大な影響を及ぼすおそれのある国等の重要な電子計算機のサイバーセキュ

リティを確保する重要性が増大していることに鑑み、重要電子計算機に対する

特定不正行為による被害の防止のための報告の制度や通信情報の取得等の措置

等について定めるもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 特別社会基盤事業者による特定重要電子計算機を導入したときの製品名等

の届出及び特定重要電子計算機に係る特定侵害事象等の発生を認知したとき

の報告の義務を規定すること。 

二 内閣総理大臣は、特別社会基盤事業者その他の事業電気通信役務の利用者

との間で当該利用者を通信の当事者とする通信情報のうち外内通信情報に該

当するものを用いて必要な分析を行うこと等を内容とする協定を締結し、そ

れにより通信情報の提供を受けることができることとすること。 

三 内閣総理大臣は、国外通信特定不正行為に関係する外外通信、外内通信又

は内外通信が電気通信事業者により媒介される国外関係通信に含まれると疑

うに足りる場合において一定の要件を満たしたときは、サイバー通信情報監

理委員会の承認を受けて、当該国外関係通信の通信情報の一部が複製され、

内閣総理大臣の設置する設備に送信されるようにするための措置を講ずるこ

とができることとすること。 

四 内閣総理大臣において取得した通信情報の中から一定の要件を満たす機械

的情報のみを選別する措置を講ずる等、取得した通信情報の取扱いについて

の所要の規制を設けること。 

五 特別社会基盤事業者による報告等により得た情報、選別された通信情報、

協議会を通じて得た情報その他の情報が重要電子計算機に対する特定不正行

為による被害の防止に有効に活用されるよう、内閣総理大臣が当該情報の整

理及び分析を行うこととした上で、整理又は分析した情報について、国の行

政機関、特別社会基盤事業者、電子計算機等供給者等に提供する等の所要の
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規定を設けること。 

六 内閣総理大臣は、内閣総理大臣及び関係行政機関の長により構成される重

要電子計算機に対する特定不正行為による被害の防止のための情報共有及び

対策に関する協議会を組織するほか、当該協議会に、重要電子計算機を使用

する者等の必要と認める者をその同意を得て構成員として加えることができ

ることとし、被害防止情報を共有するとともに、所定の事項について協議を

行うこと等とすること。 

七 サイバー通信情報監理委員会を設置し、その任務として、国等の重要な電

子計算機等に対する不正な行為による被害の防止のための措置の適正な実施

を確保するための審査及び検査を行うこととすること。 

八 この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して１年６月を超えな

い範囲内において政令で定める日から施行すること。 

（修正要旨） 

一 この法律の適用に当たっては、必要最小限度において、法律の規定に従っ

て厳格に権限を行使するものとし、いやしくも通信の秘密その他日本国憲法

の保障する国民の権利と自由を不当に制限するようなことがあってはならな

い旨を明記すること。 

二 サイバー通信情報監理委員会の国会報告に関し、必要的報告事項を列挙す

ること。 

三 政府は、附則第１条第４号に掲げる規定の施行後３年を目途として、特別

社会基盤事業者による特定侵害事象等の報告等の状況について検討を加え、

必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものと

すること。 

（附帯決議） 

 政府は、両法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 通信の秘密及びプライバシーの保護を十分に尊重することと通信情報の利

用及びアクセス・無害化措置の円滑な実施とのバランスをとること。あわせ

て、平素から政府により通信情報が監視され得るのではないかとの国民の懸

念を払拭するよう説明責任を果たすとともに、制度に対する国民の理解醸成

を図るべく、努めること。その際には、通信情報を提供する電気通信事業者

の訴訟リスクの軽減や実際に事務を取り扱う労働者の権利保護の重要性に十

分配意すること。 
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二 基幹インフラ事業者が顧客情報を漏えいした等いわれのない誹謗中傷を受

けることがないよう、対応に努めること。 

三 両法の内容について、関係事業者に対する説明及び意見交換を継続的かつ

徹底して行い、懸念事項や運用における配慮事項等を十分に反映して今後の

制度設計を行うこと。特に、今後の基本方針や特定重要電子計算機の範囲・

政府への届出、インシデント報告等に係る政省令等の制定に当たっては、基

幹インフラ事業者や専門家その他の関係者の意見を幅広く聴取し、最大限反

映させること。 

四 電力の安定供給をはじめ、国民生活の基盤をなす経済活動や社会の安定を

守るため、今般の新制度の趣旨を踏まえ高度な侵入・潜伏能力を持つサイ

バー攻撃への対策の有効性を担保する官民連携を国の主導により強化してい

くという考えの下、基幹インフラ事業者の特定重要電子計算機の届出やイン

シデント報告、ベンダーに求められる脆弱性対応が過度な負担とならないよ

う必要な配慮を行うこと。そのため、学識経験者や有識者はもとより、実務

に携わる産業界や労働界の意見を幅広く聴取し、その意見を十分に尊重しつ

つ合理的な制度設計とすること。また、経済安全保障推進法、個人情報保護

法等の関係法令への対応との重複を回避するとともに、被害を受けた事業者

等の負担軽減と政府の対応の迅速化を図るため、インシデント報告先の一元

化や報告様式の統一化、速報の簡素化、報告基準・内容の明確化を進めるこ

と。 

五 当事者協定の締結が事実上の強制とならないよう留意するとともに、協定

を締結しない場合に不利益を与えないこと。 

六 サイバー攻撃による被害を防止するため、内閣総理大臣が整理・分析を

行った結果については、民間事業者に対し、積極的な情報提供を行うこと。

また、情報の整理・分析や脆弱性への対応に当たっては、関係諸外国とも十

分に連携し、その対応に万全を期すこと。 

七 内閣総理大臣が取得した情報等については、安全管理措置等に万全を期す

とともに、情報提供の際には、被害を受けた事業者等の権利利益の保護に十

分に配慮すること。 

八 両法の内容を実施するための政府の体制整備及び省庁間連携に万全を期す

こと。特に、サイバー通信情報監理委員会は、通信情報の取得やアクセス・

無害化措置に関する承認について、機微情報を含む必要な情報の適切な取扱

いを含め、その権限及び機能を十分に発揮し、適正にかつ速やかに行う体制
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を構築すること。 

九 外務大臣は、アクセス・無害化措置に関する協議について、迅速かつ適切

に対応する体制を構築すること。 

十 サイバー通信情報監理委員会は、国会が実効的な監視機能を発揮するため、

できる限り詳細かつ速やかに報告を行うこと。また、国会に対する報告につ

いては、今回の修正があったことを受け止め、法律上明示された事項以外の

事項を含めてその内容の拡充に努めるものとし、国会が、当該報告等を契機

として、両法に基づく措置に関し説明を求めた際には、民主的統制の重要性

を踏まえ、誠実に対応し、その説明責任を果たすこと。 

十一 外国に所在する攻撃サーバー等へのアクセス・無害化措置の実施が深刻

な外交問題につながる懸念及び我が国の国家実行として国際法規則の形成に

影響を与える事項であることに留意し、アクセス・無害化に係る我が国とし

ての国際法上の整理を明確化するとともにサイバー行動に係る国際法上の

ルール形成に我が国として貢献していくこと。 

十二 中小企業のサイバーセキュリティ確保に対する人的・技術的な支援の強

化に努めること。特に、サプライチェーンへのサイバー攻撃に対する強靱性

を高めるためには、委託元のみならず、サプライチェーンを構成する中小企

業の体制整備とそれに伴う費用、的確なアドバイス等のサポートが必要であ

ることから、国は規制と支援について一体的に取り組むとともに、海外拠点

を通じた攻撃も想定されることから、関係諸国と連携しつつ国が前面に立っ

て対策を講ずること。 

十三 サイバー攻撃のより一層の巧妙化及び深刻化に対応するため、海外等の

事例を踏まえつつサイバーセキュリティ人材の確保及び育成について必要な

検討を加え、官民一体となって強力に推進すること。 

十四 ＡＩ等の新たな技術を活用したサイバー対処業務の効率化について、民

間等の取組状況やニーズを踏まえつつ、官民で連携して必要な施策を検討し、

推進すること。 

 

○重要電子計算機に対する不正な行為による被害の防止に関する法律の施行

に伴う関係法律の整備等に関する法律案（内閣提出第５号）要旨 

 本案は、重要電子計算機に対する不正な行為による被害の防止に関する法律

の施行に伴い、重大な危害を防止するための一定の警察官又は自衛官による電

子計算機の動作に係る措置に関する規定を整備するとともに、サイバーセキュ
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リティ基本法その他の関係法律について所要の規定の整備等を行うもので、そ

の主な内容は次のとおりである。 

一 警察官職務執行法を改正し、警察庁長官が指名する警察官は、サイバーセ

キュリティを害することその他情報技術を用いた不正な行為に用いられる電

気通信等を認めた場合であって、そのまま放置すれば人の生命、身体又は財

産に対する重大な危害が発生するおそれがあるため緊急の必要があるときは、

原則としてサイバー通信情報監理委員会の承認を得た上で、当該電気通信等

の送信元等である電子計算機の管理者等に対し、危害防止のため通常必要と

認められる措置であって電気通信回線を介して行う電子計算機の動作に係る

ものをとることを命じ、又は自らその措置をとることができることとするこ

と。 

二 自衛隊法を改正し、内閣総理大臣は、重要電子計算機のうち一定のものに

対する特定不正行為であって、本邦外にある者による特に高度に組織的かつ

計画的な行為と認められるものが行われた場合において、これにより重大な

支障が生ずるおそれが大きいと認められ、かつ、その発生を防止するために

自衛隊が有する特別の技術又は情報が必要不可欠であること等により自衛隊

が対処を行う特別の必要があると認めるときは、自衛隊の部隊等に当該特定

不正行為による当該重要電子計算機への被害を防止するために必要な電子計

算機の動作に係る措置であって電気通信回線を介して行うものをとるべき旨

を命ずることができることとすること。また、当該措置をとるべき旨を命ぜ

られた部隊等の職務の執行及び自衛隊又は日本国にあるアメリカ合衆国の軍

隊が使用する一定の電子計算機をサイバーセキュリティを害すること等から

職務上警護する自衛官の職務の執行について、警察官職務執行法の必要な規

定を準用すること。 

三 サイバーセキュリティ基本法を改正し、サイバーセキュリティ戦略本部に

ついて、本部長は内閣総理大臣、本部員は全ての国務大臣をもって充てる組

織とするとともに、その所掌事務について、重要社会基盤事業者等における

サイバーセキュリティの確保に関して国の行政機関が実施する施策の基準の

作成及び国の行政機関等におけるサイバーセキュリティの確保の状況の評価

等を追加すること。 

四 内閣法を改正し、内閣官房に、内閣官房の事務のうちサイバーセキュリ

ティの確保に関するもの等を掌理する内閣サイバー官一人を置くこと。 

五 この法律は、一部の規定を除き、重要電子計算機に対する不正な行為によ
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る被害の防止に関する法律の施行の日から施行すること。 

（附帯決議） 

 政府は、両法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 通信の秘密及びプライバシーの保護を十分に尊重することと通信情報の利

用及びアクセス・無害化措置の円滑な実施とのバランスをとること。あわせ

て、平素から政府により通信情報が監視され得るのではないかとの国民の懸

念を払拭するよう説明責任を果たすとともに、制度に対する国民の理解醸成

を図るべく、努めること。その際には、通信情報を提供する電気通信事業者

の訴訟リスクの軽減や実際に事務を取り扱う労働者の権利保護の重要性に十

分配意すること。 

二 基幹インフラ事業者が顧客情報を漏えいした等いわれのない誹謗中傷を受

けることがないよう、対応に努めること。 

三 両法の内容について、関係事業者に対する説明及び意見交換を継続的かつ

徹底して行い、懸念事項や運用における配慮事項等を十分に反映して今後の

制度設計を行うこと。特に、今後の基本方針や特定重要電子計算機の範囲・

政府への届出、インシデント報告等に係る政省令等の制定に当たっては、基

幹インフラ事業者や専門家その他の関係者の意見を幅広く聴取し、最大限反

映させること。 

四 電力の安定供給をはじめ、国民生活の基盤をなす経済活動や社会の安定を

守るため、今般の新制度の趣旨を踏まえ高度な侵入・潜伏能力を持つサイ

バー攻撃への対策の有効性を担保する官民連携を国の主導により強化してい

くという考えの下、基幹インフラ事業者の特定重要電子計算機の届出やイン

シデント報告、ベンダーに求められる脆弱性対応が過度な負担とならないよ

う必要な配慮を行うこと。そのため、学識経験者や有識者はもとより、実務

に携わる産業界や労働界の意見を幅広く聴取し、その意見を十分に尊重しつ

つ合理的な制度設計とすること。また、経済安全保障推進法、個人情報保護

法等の関係法令への対応との重複を回避するとともに、被害を受けた事業者

等の負担軽減と政府の対応の迅速化を図るため、インシデント報告先の一元

化や報告様式の統一化、速報の簡素化、報告基準・内容の明確化を進めるこ

と。 

五 当事者協定の締結が事実上の強制とならないよう留意するとともに、協定

を締結しない場合に不利益を与えないこと。 
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六 サイバー攻撃による被害を防止するため、内閣総理大臣が整理・分析を

行った結果については、民間事業者に対し、積極的な情報提供を行うこと。

また、情報の整理・分析や脆弱性への対応に当たっては、関係諸外国とも十

分に連携し、その対応に万全を期すこと。 

七 内閣総理大臣が取得した情報等については、安全管理措置等に万全を期す

とともに、情報提供の際には、被害を受けた事業者等の権利利益の保護に十

分に配慮すること。 

八 両法の内容を実施するための政府の体制整備及び省庁間連携に万全を期す

こと。特に、サイバー通信情報監理委員会は、通信情報の取得やアクセス・

無害化措置に関する承認について、機微情報を含む必要な情報の適切な取扱

いを含め、その権限及び機能を十分に発揮し、適正にかつ速やかに行う体制

を構築すること。 

九 外務大臣は、アクセス・無害化措置に関する協議について、迅速かつ適切

に対応する体制を構築すること。 

十 サイバー通信情報監理委員会は、国会が実効的な監視機能を発揮するため、

できる限り詳細かつ速やかに報告を行うこと。また、国会に対する報告につ

いては、今回の修正があったことを受け止め、法律上明示された事項以外の

事項を含めてその内容の拡充に努めるものとし、国会が、当該報告等を契機

として、両法に基づく措置に関し説明を求めた際には、民主的統制の重要性

を踏まえ、誠実に対応し、その説明責任を果たすこと。 

十一 外国に所在する攻撃サーバー等へのアクセス・無害化措置の実施が深刻

な外交問題につながる懸念及び我が国の国家実行として国際法規則の形成に

影響を与える事項であることに留意し、アクセス・無害化に係る我が国とし

ての国際法上の整理を明確化するとともにサイバー行動に係る国際法上の

ルール形成に我が国として貢献していくこと。 

十二 中小企業のサイバーセキュリティ確保に対する人的・技術的な支援の強

化に努めること。特に、サプライチェーンへのサイバー攻撃に対する強靱性

を高めるためには、委託元のみならず、サプライチェーンを構成する中小企

業の体制整備とそれに伴う費用、的確なアドバイス等のサポートが必要であ

ることから、国は規制と支援について一体的に取り組むとともに、海外拠点

を通じた攻撃も想定されることから、関係諸国と連携しつつ国が前面に立っ

て対策を講ずること。 

十三 サイバー攻撃のより一層の巧妙化及び深刻化に対応するため、海外等の
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事例を踏まえつつサイバーセキュリティ人材の確保及び育成について必要な

検討を加え、官民一体となって強力に推進すること。 

十四 ＡＩ等の新たな技術を活用したサイバー対処業務の効率化について、民

間等の取組状況やニーズを踏まえつつ、官民で連携して必要な施策を検討し、

推進すること。 

 

○人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律案（内閣提出第

29号）要旨 

 本案は、人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図り、もって国民生活の向上及び国民経済の健全な発展に

寄与するため、人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する施策につ

いて、基本理念並びに人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する基

本的な計画の策定その他の施策の基本となる事項を定めるとともに、人工知能

戦略本部を設置するもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進について、基本理念及び国の

責務等を定めること。 

二 基本的施策として、研究開発の推進、施設及び設備等の整備及び共用の促

進、人工知能関連技術の研究開発及び活用の適正性の確保、人材の確保、教

育の振興、情報収集及び調査研究等の実施、国際協力の推進等を規定するこ

と。 

三 政府は、基本理念にのっとり、基本的施策を踏まえ、人工知能基本計画を

定めるものとすること。 

四 人工知能基本計画の推進体制として、内閣に人工知能戦略本部を設置する

こととし、内閣総理大臣を本部長とするなど組織、所掌事務等を規定するこ

と。 

五 この法律は、別段の定めがある場合を除き、公布の日から施行すること。 

（附帯決議） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 ＡＩの研究開発及び活用に当たっては、「人間中心のＡＩ社会原則」に基

づき、人間の尊厳を損なわないことを大前提とすること。また、ＡＩを人間

の倫理観、価値観及び目的に沿って動作させるＡＩアライメントの観点に基

づいた研究開発を推進すること。 
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二 本法に基づくＡＩ基本計画、指針の策定その他のＡＩ政策の実施に当たっ

ては、リスクの最小化のみならず、我が国におけるＡＩの導入促進による便

益についても十分考慮すること。 

三 生成ＡＩを含むＡＩ技術は、社会や経済に対して便益をもたらすとともに

様々なリスクを有していることに鑑み、ＡＩの利活用に際しての留意点やリ

スクの回避策等について、事業者や国民に対して十分に周知すること。また、

リスクの把握を含めたＡＩの適切な利活用の方法について、学校教育や社会

教育等の場を活用することにより、ＡＩに関するリテラシー教育を積極的に

推進すること。 

四 ＡＩ技術を悪用したディープフェイクポルノ、とりわけ児童の画像等を使

用したものへの対策については、各種法令の適用による厳正な取締り及び被

害者の保護を行うとともに、サイト管理者等への違法な情報の削除依頼を強

化すること。また、同対策の実効性を高めるための方策の在り方について検

討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずること。 

五 我が国で利用される生成ＡＩサービスの多くが外国産で占められている一

方、日本語での出力に課題がある現状を踏まえ、日本語の大規模言語モデル

をベースとした国産の生成ＡＩサービスの実用化に向けた研究開発及びデー

タ整備の一層の推進に官民を挙げて取り組むこと。また、将来において競争

力を高めるためにも、ＡＩを国家戦略上の重要分野と位置付けるとともに、

ＡＩの基盤的技術やモデルの研究開発を積極的に支援すること。 

六 ＡＩ関連産業のイノベーションと健全な競争を促進するため、必要に応じ

てスタートアップを含む新規参入者に係る障壁を撤廃し、公正で開かれた市

場環境を整備すること。 

七 ＡＩ技術の研究開発が総合的に行われる必要があることに鑑み、学際的見

地からＡＩ人材の育成を強化し、特に次世代の競争力を高めること。また、

ＡＩ技術の研究開発や人材の育成・確保に向けた官民の十分な投資を確保す

るため、財政上の措置その他必要な措置を講ずること。 

八 ＡＩの利活用が行政サービスの質の向上、業務の効率化及び社会課題の解

決等に資することに鑑み、国、地方公共団体及び地域の民間事業者によるＡ

Ｉの積極的な利活用に向けた環境の整備に努めること。また、利活用に際し

ては、ＡＩが有する様々なリスクを踏まえて、個人情報の保護その他の国民

の権利利益の保護を図りつつ、適正性の確保にも十分に留意すること。 

九 活用事業者等に対する調査、指導及び助言等に当たっては、当該事業者等
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の営業秘密や知的財産権の保護に配慮しつつ、過度に重い負担や情報開示を

求めないように留意すること。他方で、重大なリスクが生じるおそれのある

事項に関し、指導や助言等に応じない活用事業者等に対する実効性ある措置

の在り方について検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずること。 

十 広島ＡＩプロセス国際行動規範の「報告枠組み」に基づき報告書を提出す

る活用事業者等に対しては、既存の国内法制度に基づく報告義務に最大限活

用することで、報告の重複を軽減する仕組みを導入することなどにより、国

際的な整合性や効率性を確保すること。 

十一 ＡＩ技術が加速度的に進展している現状を踏まえ、ＡＩの利活用が国民

生活の向上及び国民経済の健全な発展に資するものとなるよう、また、新た

なリスクに適時に対応するためにも、本法その他の関連規定、ＡＩ基本計画

及び指針について不断の見直しを行うこと。 

十二 ＡＩ戦略本部の組織体制については、同本部がＡＩ技術の研究開発及び

活用に係る一体的な施策を推進する政府の司令塔機能を十分に発揮できるよ

う、各省庁の縦割りを可能な限り排除するとともに、事務局に民間のＡＩ人

材の積極的な登用を図ること。 

十三 ＡＩ戦略本部に対して専門的見地から助言を行えるようにするため、有

識者から構成される会議体を早期に設置すること。また、有識者の人選につ

いては、ＡＩの倫理的、法的及び社会的課題について知見を有する者など多

様な主体の参画を図ること。 

十四 ＡＩのリスクへの対応について、常に最新の知見の情報収集に努め、必

要な対応について不断の検討を行うこと。また、既存の法令やガイドライン

等によっては対応が困難な新たなリスクが顕在化した場合においては、その

リスクの程度に応じて規制の度合いを変えるリスクベースアプローチに基づ

いた規制的措置の導入も含め検討し、その結果に応じて必要な措置を講ずる

こと。 

十五 ＡＩの利用に伴う知的財産権、パブリシティ権等の権利侵害に対応する

ため、諸外国における検討状況等を踏まえ、必要に応じ関連法制の整備を含

めた対応の在り方について検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずる

こと。 

 

○日本学術会議法案（内閣提出第36号）要旨 

 本案は、日本学術会議の機能強化に向けて、その独立性・自律性を抜本的に
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高めるため、学術に関する重要事項に係る審議、大学、研究機関、学会その他

の学術に関係する者の間における連携の確保及び強化、学術に関する研究を円

滑に進めるための社会環境の整備、学術に関する外国の団体及び国際団体との

交流等を行うことにより、学術の向上発達を図るとともに、学術に関する知見

を活用して社会の課題の解決に寄与することを目的とする法人として、日本学

術会議を設立し、その目的、業務の範囲等に関する事項を定めるもので、その

主な内容は次のとおりである。 

一 日本学術会議について、特別の法律により設立される法人とするほか、日

本学術会議の目的等に関する事項を定めること。 

二 日本学術会議の機関として、日本学術会議会員、総会、会長、監事、会員

候補者選定委員会、選定助言委員会等を置き、それらの職務等を定めること。 

三 日本学術会議会員は、優れた研究又は業績がある科学者のうちから、総会

が選任することとし、日本学術会議は、客観性及び透明性を確保する方法で

これを行い、会員の選任の過程を国民に明らかにするよう努めなければなら

ないこととすること。また、会長は、特に優れた研究又は業績があり、人格

が高潔で、かつ、日本学術会議の業務を適切かつ効果的に運営することがで

きる能力を有する会員のうちから、総会が、その決議により選任することと

し、日本学術会議は、会長が選任されたときは、会長の選任の理由等を公表

しなければならないこととすること。 

四 日本学術会議の業務の範囲等について定めるほか、日本学術会議が、その

適正な業務運営を確保し、また、国民に対する説明責任を果たすため、中期

的な活動計画及び年度計画を作成し、毎事業年度の終了後における業務の実

績等に関し、自ら点検及び評価を行うこと等を定めるとともに、内閣府に日

本学術会議評価委員会を設置し、日本学術会議の自己点検評価の方法及び結

果について、調査審議し、意見を述べることができることとすること。 

五 政府は、予算の範囲内において、日本学術会議に対し、その業務の財源に

充てるため、必要と認める金額を補助することができることとすること。 

六 日本学術会議の設立準備に係る規定を設けるほか、現行日本学術会議法の

廃止など、所要の規定の整備を行うこと。 

七 この法律は、一部の規定を除き、令和８年10月１日から施行すること。 

（附帯決議） 

 政府及び日本学術会議は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、そ

の運用等について遺漏なきを期すべきである。 
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一 政府は、令和２年の会員任命拒否問題について、国民に説明責任を果たし、

国民の信頼を得るよう努めること。また、日本学術会議との信頼関係を損ね

たとの指摘があったことを踏まえ、日本学術会議との信頼関係の構築に努め

ること。 

二 政府は、会長の選任について日本学術会議が公表しなければならない事項

を内閣府令で定めるに当たっては、会長に求められる資質を十分に勘案しな

がら慎重かつ丁寧なプロセスで選考されたことが国民に明らかとなるように

すること。 

三 政府は、現行の日本学術会議が、科学が文化国家の基礎であるという確信

に立って、科学者の総意の下に、我が国の平和的復興、人類社会の福祉に貢

献し、世界の学界と提携して学術の進歩に寄与することを使命として設立さ

れたものであることを尊重すること。 

四 政府は、日本学術会議が我が国の科学者の内外に対する代表機関としての

役割及び機能を十分に発揮することができるよう、会員の選任、科学的助言

等、運営及び活動における日本学術会議の独立性、自主性及び自律性を尊重

すること。 

五 政府は、法人化後の日本学術会議の設立に当たっては、日本学術会議の実

務の連続性に配慮すること。また、設立時の会員の選考について、コ・オプ

テーションの理念に配慮すること。 

六 政府は、日本学術会議が、その役割及び機能を十分果たし、また、その活

動を萎縮させることがないよう、日本学術会議の要望を踏まえつつ、必要な

財政支援を行うこと。また、補助金等の算定に当たっては、日本学術会議が

中期的な活動計画に基づいて作成する年度計画に記載される事項に基づき公

正に行い、適切な金額となるよう努めること。あわせて、日本学術会議は、

無駄を排除した上で、政府からの財政支援のみに依存せず、民間からの寄附

金を始めとした財源の多様化を図るよう努めること。 

七 政府は、監査報告、選定助言委員、運営助言委員、中期的な活動計画、年

度計画、自己点検評価、日本学術会議評価委員会等に関して政令、内閣府令

を定めるに当たっては、日本学術会議の自主性を尊重すること。また、内閣

総理大臣が任命する監事や日本学術会議評価委員会の権限が不当に拡大しな

いよう留意すること。あわせて、監事には、業務における政治的中立性の確

保も含め、適切に監査できる者を任命すること。また、日本学術会議評価委

員には、産業や国民生活に最新の科学研究及び学問的知見が活かされるよう、
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中期的な活動計画に対して幅広い視野から意見を述べることができる者を任

命すること。 

八 政府は、産官学の連携を一層深め、民間の知見や活力を積極的に活用する

ことで、学術の成果を社会に還元し、新たな価値やイノベーションの創出に

つなげること。また、日本学術会議は、社会の関心及び状況等を認識し、立

法府に対する提言を検討することも含め、その政策提言機能を強化すること。

あわせて、政府は、日本学術会議が行う勧告、答申等について、その趣旨を

尊重すること。 

九 日本学術会議は、会員候補者選定委員会、選定助言委員会等の会議体の議

事録の公表、日本学術会議と社会とのコミュニケーションの強化等、組織や

活動の透明性の向上に努めること。 

十 政府は、日本学術会議の更なる改革に向けて不断の見直しを行うため、組

織の在り方を含め、本法の運用状況について適時適切に評価及び検証を行い、

必要に応じて適切な措置を検討すること。また、本法の施行後三年を目途に

本法の施行状況を点検し、その結果を公表すること。 

十一 政府は、本法の規定について施行後６年を目途に検討する際には、本法

の規定する目的及び基本理念を踏まえた活動状況、業務遂行及び会員選任等

に係る説明責任の履行状況、財政面も含む自主的・自律的な運営に向けての

取組などに留意すること。 

 

○海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する

法律の一部を改正する法律案（内閣提出第46号）（参議院送付）要旨 

 本案は、我が国の排他的経済水域における海洋再生可能エネルギー源の適正

な利用を図るため、我が国の排他的経済水域における海洋再生可能エネルギー

発電設備の設置の許可に関する規定等を設けるとともに、海洋環境等の保全に

配慮した海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域の指定を行うため、環

境大臣による海洋環境等調査の実施に関する規定等を設けるほか、海洋再生可

能エネルギー発電事業に係る環境影響評価法の特例等の措置を講ずるもので、

その主な内容は次のとおりである。 

一 経済産業大臣は、我が国の排他的経済水域のうち、自然的条件が適当であ

る等の指定の基準に適合する相当の面積の区域について、関係行政機関の長

との協議等を行い、海洋再生可能エネルギー発電設備設置募集区域として指

定することができること。 
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二 経済産業大臣及び国土交通大臣は、海洋再生可能エネルギー発電設備設置

募集区域において海洋再生可能エネルギー発電設備を設置しようとする者に

対し、仮の地位を付与する処分をすることができることとするとともに、仮

の地位の付与を受けた者や利害関係者等を構成員とする協議会を組織するこ

と。 

三 経済産業大臣及び国土交通大臣は、海洋再生可能エネルギー発電設備設置

計画等が協議会において協議が調った事項と整合的であること等の許可の基

準に適合すると認める場合に限り、海洋再生可能エネルギー発電設備の設置

を許可することができること。 

四 海洋環境等の保全に配慮した海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区

域の指定等を行うため、環境大臣は、海洋環境等に関する調査等を行うこと

とし、これに伴い、環境影響評価法の相当する手続を適用しないこと。 

五 その他所要の規定の整備を行うこと。 

六 この法律は、一部を除き、公布の日から起算して１年を超えない範囲内に

おいて政令で定める日から施行すること。 

（附帯決議） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 国際基準にのっとった生物多様性の保全を重視し、利害関係者の意見を反

映させるため、海外で導入事例のある海洋空間計画の実態を把握し、関係府

省庁や環境専門家等との連携の下、我が国の実情を踏まえつつ、我が国独自

の海洋空間計画の手法を早急に確立すること。 

二 環境に十分に配慮した洋上風力発電事業を推進するため、事業者の協力を

得ながら、環境影響評価図書の常時公開や事業開始後の適切なモニタリング

の実施とその情報公開に向けた制度の見直しを検討すること。 

三 公募占用計画等に記載される、事業者が海洋再生可能エネルギー発電設備

設置や維持管理を通じて取得する情報について、目的外に利用することがな

いよう、事業者の情報管理体制について関係府省庁が適宜チェックすること。 

四 事業者が洋上風力のサプライチェーン調査を行うことができるよう、他事

例等を参考に、助言をする等のサポート体制を構築すること。 

五 海洋環境等の保全の観点から環境省が行う調査が十分なものとなるよう、

必要な予算と人員体制を確保すること。 

六 募集区域の検討・指定や洋上風力発電の計画に関する情報が、その海域で
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漁を行う漁業関係者に速やかに伝わるよう、都道府県に対する情報提供を徹

底すること。 

七 募集区域の指定の段階において洋上風力発電が漁業や環境に及ぼす影響に

ついて、利害関係者の理解を十分に得た上で当該区域が指定されるよう、意

見聴取、関係機関との協議等の在り方について検討し、必要な措置を講ずる

こと。 

八 促進区域の検討・指定に対し、各地で地域住民による反対運動が起きてい

ることに鑑み、促進区域の検討に当たっては、府省庁横断的な組織の下で調

整を進め、住民への情報提供を十分に行うとともに、住民の理解を得られる

よう基礎自治体と緊密に連携し、合意形成プロセスを進めるよう徹底するこ

と。また、大臣許可漁業団体や他県からの入会漁業者など地域と間接的に関

連し得る関係漁業者が存在する実態に鑑み、案件形成に当たり、国が積極的

に調整を図っていくこと。 

九 洋上風力発電を始めとする我が国の再生可能エネルギーの発電コストは、

火力発電などの既存のエネルギーと比較すると依然として高いことに鑑み、

再生可能エネルギーの導入を進めるに当たっては、発電コストに係る国民負

担の抑制を図るため、将来を見据えて電源別の発電コストの検証を随時行う

こと。 

十 再生可能エネルギーによる発電を促進するに当たっては、電力の安定供給

のために既存のエネルギーによる発電の調整力が一定程度求められるものの、

これに伴う社会全体でのコストの最小化が図られるよう努めること。 

十一 再生可能エネルギー電源の送電線への接続が増加することを想定し、電

力事業者等による送配電網の整備及びそれを支える人材の確保・育成につい

て支援を行うこと。 

十二 将来的に、遠方にある排他的経済水域（ＥＥＺ）に設置する上での課題

が技術開発によって解決することを前提に、海洋再生可能エネルギー発電設

備の全エネルギーを系統接続によらない手段により輸送できる制度を検討す

ること。 

 

○風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部を改正する法律

案（内閣提出第47号）（参議院送付）要旨 

 本案は、最近における悪質ホストクラブ問題をはじめとする風俗営業等をめ

ぐる情勢に鑑み、接待飲食営業に係る遵守事項等を追加するとともに、風俗営
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業の許可に係る不許可事由を追加する等の措置を講ずるもので、その主な内容

は次のとおりである。 

一 接待飲食営業を営む風俗営業者は、その営業に関し、客の正常な判断を著

しく阻害する行為として、料金について事実に相違する説明等をする行為等

をしてはならないこととすること。 

二 接待飲食営業を営む者は、その営業に関し、客に注文等又は料金の支払等

をさせる目的で当該客を威迫して困惑させる行為や、客に対し、威迫し、又

は誘惑して料金の支払等のために当該客が法令に違反する行為により金銭を

得ること等を要求する行為をしてはならないこととし、これらの行為をした

者に対する罰則を設けること。 

三 性風俗関連特殊営業のうち一定の営業を営む者は、異性の客に接触する役

務を提供する業務に従事しようとする者の紹介を受けた場合において、当該

紹介をした者又は第三者に対し、当該紹介の対価として金銭等を提供し、又

は第三者をして提供させてはならないこととし、当該行為をした者に対する

罰則を設けること。 

四 風俗営業の許可を受けないで風俗営業を営んだ者等に対する罰則を強化す

るとともに、法人の代表者又は従業者がこれらの違反行為をしたときの当該

法人に対する罰金の上限額を引き上げること。 

五 都道府県公安委員会が風俗営業の許可をしてはならない者として、親会社

等が風俗営業の許可を取り消され、当該取消しの日から起算して五年を経過

しない者である法人等を追加すること。 

六 この法律は、公布の日から起算して１月を経過した日から施行すること。

ただし、五については、公布の日から起算して６月を経過した日から施行す

ること。 

（附帯決議） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 悪質なホストクラブ等の客が売掛金等を蓄積させられた上で、売春等をさ

せられている状況に鑑み、こうした性的搾取を防止するため、被害者の保護

に努めるとともに、当該行為に関与した者の指導・取締りを一層推進するこ

と。また、海外売春をさせられる事例も見受けられることから、外国の関係

機関とも連携しながら厳正に対処すること。 

二 悪質ホストクラブ問題の背後で暴力団や匿名・流動型犯罪グループ等の犯
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罪者集団が不当に利益を得ている事例があることに鑑み、本法の執行を通じ、

これらの者を風俗営業から排除する取組を徹底すること。 

三 ホスト等によるマインドコントロールや犯罪者集団による報復への恐れか

ら、被害者自身による申告が困難な場合があることを踏まえ、早期に被害の

回復につなげるため、関係行政機関や被害者支援団体等と連携しながら、被

害者やその家族等に対する適切で効果的な広報・啓発、相談・支援体制の強

化等の取組を進めること。また、中長期的な被害の回復に対する支援の充実

や被害者支援団体等への支援の拡充についても検討すること。 

四 悪質なホストクラブ等において、ホスト等が客に対して、その客の好意の

感情を不当に利用し、困惑させ、飲食などの提供を受ける契約を結ばせる実

態等があることに鑑み、客がその意に反して、売掛金等の高額な債務を負う

ことのないよう、消費者契約法に基づく取消しを主張できる場合があること

及び消費者トラブルに関する相談窓口について周知を徹底すること。 

五 悪質なホストクラブのホストがＳＮＳやマッチングアプリ上で、ホストで

あることを隠して客となるよう勧誘等を行っている事例があることに鑑み、

ターゲットとなる若年層を中心に被害を受ける可能性のある者に届くような

効果的な手法を工夫し、注意を呼びかけること。また、当該行為に関与した

者の取締りについても積極的に取り組むこと。 

六 悪質ホストクラブ問題を始めとする風俗営業等をめぐる情勢に鑑み、ホス

トクラブやメンズコンセプトカフェ等の接待飲食営業について、売掛金等の

高額な債務を負わせることにつながるような遵守事項等に違反する行為が行

われないよう、監督・指導に更に積極的に取り組むこと。 

七 現下の悪質ホストクラブ問題の深刻な状況を踏まえ、法施行前においても

取締りの強化や広報・啓発に一層努めるとともに、今後の悪質ホストクラブ

問題に係る情勢を踏まえ、必要に応じ、他の関係法令も含めた更なる措置を

検討すること。 

 

○盗難特定金属製物品の処分の防止等に関する法律案（内閣提出第49号）要

旨 

 本案は、特定金属製物品の窃取を防止するためには盗難特定金属製物品の処

分を防止することが重要であることに鑑み、特定金属くず買受業について買受

けの相手方の氏名等の確認を義務付けるほか、指定金属切断工具を隠して携帯

する行為を禁止する等の措置を講ずるもので、その主な内容は次のとおりであ
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る。 

一 特定金属くず買受業を営もうとする者は、営業所ごとに、氏名、住所等を

当該営業所の所在地を管轄する都道府県公安委員会に届け出なければならな

いこととすること。 

二 特定金属くず買受業を営む者は、特定金属くずの買受けを行おうとすると

きは、一定の場合を除き、買受けの相手方の本人確認を行うとともに、当該

本人確認に係る事項等に関する記録を作成し、当該記録を一定期間保存しな

ければならないこととすること。 

三 特定金属くず買受業を営む者は、特定金属くずの買受けを行った場合には、

当該買受けの内容等の記録を作成し、当該記録を一定期間保存しなければな

らないこととすること。 

四 特定金属くず買受業を営む者は、買受けに係る特定金属くずが盗難特定金

属製物品に由来するものである疑いがあると認めたときは、警察官にその旨

を申告しなければならないこととすること。 

五 何人も、業務その他正当な理由による場合を除いては、指定金属切断工具

を隠して携帯してはならないこととすること。 

六 都道府県警察の本部長等は、特定金属製物品の盗難の防止に資する情報を、

太陽光発電設備を設置する者等に周知するよう努めなければならないことと

すること。 

七 この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で

定める日から施行すること。ただし、五及び六については、公布の日から起

算して３月を超えない範囲内において政令で定める日から施行すること。 

（附帯決議） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 特定金属くず買受業について、買受業者の実態の把握に努めるとともに、

本法の運用状況を踏まえ、現金取引の禁止、取引時の本人確認及び記録保存

の一層の厳格化を始めとする、買受業者に対する規制的措置の在り方を検討

し、その結果に基づいて必要な措置を講ずること。 

二 太陽光発電施設における金属ケーブルの窃盗を始めとする金属盗の発生状

況、手口及び有効な防止策について、不断の情報収集及び分析を行い、関係

事業者等と警察とで広域的に共有するための官民情報プラットフォームを、

関係業界と連携して速やかに構築し、運用するとともに、関係事業者等に対
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し、盗難防止に資する情報を積極的に周知すること。 

三 盗難特定金属製物品の処分を防止するため、ＡＩ等のデジタル技術等の最

先端技術等を活用した対策について、その技術開発の支援も含めた在り方を

将来的に検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずること。 

四 監視カメラやセンサーライトの設置、転売防止のためのマーキング等の自

主防犯対策を講ずる事業者等に対する支援措置を講ずる都道府県に対して、

必要な助言、支援等を行うこと。 

五 太陽光発電施設における金属ケーブル窃盗について、不法滞在外国人グ

ループ等が犯行に及んでいる実態が認められることに鑑み、組織的に金属盗

を敢行する犯罪について、実行犯の募集や盗難特定金属製物品の流通経路等

の実態を解明するとともに、効果的な取締り等の対策を講ずること。また、

留学生や外国人コミュニティ等の協力を得るなどして、外国語によるイン

ターネット上の違法・有害情報に対し適切に対応するとともに、犯罪防止に

資する情報発信を外国語を用いて積極的に行うこと。あわせて、取締りを通

じて外国人差別の風潮を助長することとならないよう十分留意すること。 

六 買受け時の本人確認を始めとする手続の煩わしさにより、適法な特定金属

くず買受業者の利用が避けられる事態とならないよう、本法の措置の内容及

びその必要性について、国民や事業者の十分な理解を得られるよう周知啓発

を行うこと。 

七 指定金属切断工具の隠匿携帯の禁止規定の運用に当たっては、人権を不当

に侵害することのないようにすること。 

 

○独立行政法人男女共同参画機構法案（内閣提出第52号）要旨 

 本案は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策に係る関係者相互間の

連携及び協働の促進、当該施策の策定及び実施に関する業務に従事する職員等

に対する研修、当該施策の策定及び実施に資する専門的な調査及び研究等を行

うことにより、当該施策の推進を図り、もって男女共同参画社会の形成の促進

に寄与することを目的とする独立行政法人男女共同参画機構を設立するもので、

その主な内容は次のとおりである。 

一 本独立行政法人の名称、目的、業務の範囲等に関する事項を定めること。 

二 本独立行政法人に、役員として、理事長及び監事を置くとともに、理事を

置くことができるものとすること。 

三 本独立行政法人の主務大臣等について定めるほか、同法人の設立に関連し
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て、独立行政法人国立女性教育会館の解散に関する事項等を定めること。 

四 この法律は、一部の規定を除き、令和８年４月１日から施行すること。 

（附帯決議） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 独立行政法人男女共同参画機構（以下「機構」という。）の目的を女性教

育の振興にとどめず男女共同参画促進施策の推進とすることに鑑み、機構及

び男女共同参画センター（以下「センター」という。）について、その認知

度の向上を図るとともに、男女共同参画社会の形成を社会全体で促進するた

めの活用の在り方について検討し、その結果に基づき必要な措置を講ずるこ

と。 

二 機構の主たる事務所について、引き続き埼玉県比企郡嵐山町に存置する方

針であることに鑑み、政府の男女共同参画施策に係る部局との緊密な連携の

在り方、機構から全国各地への効率的なアウトリーチの手法等について検討

し、その結果に基づき必要な措置を講ずること。 

三 機構から埼玉県への土地の返還に当たっては、その具体的な方法及び時期

について、埼玉県及び嵐山町との間で丁寧な協議を行うこと。また、機構の

有する施設については、同町に設置されることの利点を生かしつつ、必要性

の低い施設を温存することのないよう合理化や効率化を徹底し、男女共同参

画の中核的組織としてふさわしい活用が行われるよう留意すること。あわせ

て、原状回復の在り方について埼玉県が研修棟や宿泊棟の民間による活用を

望む場合には、県の検討等に協力すること。 

四 男女共同参画の施策の推進に当たっては、地方自治体と丁寧なコミュニ

ケーションを図ること。また、全国のセンターに対し、その機能を充実させ

るための支援を行うとともに、各地でセンターが十分な機能を発揮すること

ができるよう、広域的な連携・協力体制の構築を後押しすること。 

五 機構の有効性及び必要性を不断に検証し、社会情勢や行政需要の変化に応

じて機能や主たる事務所の設置場所を含め組織体制の見直しを行い、その結

果に基づき必要な措置を講ずること。 

 

○独立行政法人男女共同参画機構法の施行に伴う関係法律の整備等に関する

法律案（内閣提出第53号）要旨 

 本案は、独立行政法人男女共同参画機構法の施行に伴い、男女共同参画社会
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基本法において男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を推進するための

機関としての独立行政法人男女共同参画機構の役割を定めるほか、関係法律の

規定の整備等を行うもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 国及び地方公共団体は、国、地方公共団体、男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策に関する活動を行う民間の団体等の間における協議の促進そ

の他の関係者相互間の連携と協働を促進するために必要な施策等を講ずるよ

うに努めるものとすること。 

二 独立行政法人男女共同参画機構は、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の推進のための中核的な機関として積極的な役割を果たすものとする

こと。 

三 地方公共団体は、関係者相互間の連携と協働を促進するために必要な施策

を推進するための拠点である男女共同参画センターとしての機能を担う体制

を確保するように努めるものとすること。 

四 その他所要の規定の整備等を行うこと。 

五 この法律は、一部の規定を除き、独立行政法人男女共同参画機構法の施行

の日から施行すること。 

（附帯決議） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について

遺漏なきを期すべきである。 

一 独立行政法人男女共同参画機構（以下「機構」という。）の目的を女性教

育の振興にとどめず男女共同参画促進施策の推進とすることに鑑み、機構及

び男女共同参画センター（以下「センター」という。）について、その認知

度の向上を図るとともに、男女共同参画社会の形成を社会全体で促進するた

めの活用の在り方について検討し、その結果に基づき必要な措置を講ずるこ

と。 

二 機構の主たる事務所について、引き続き埼玉県比企郡嵐山町に存置する方

針であることに鑑み、政府の男女共同参画施策に係る部局との緊密な連携の

在り方、機構から全国各地への効率的なアウトリーチの手法等について検討

し、その結果に基づき必要な措置を講ずること。 

三 機構から埼玉県への土地の返還に当たっては、その具体的な方法及び時期

について、埼玉県及び嵐山町との間で丁寧な協議を行うこと。また、機構の

有する施設については、同町に設置されることの利点を生かしつつ、必要性

の低い施設を温存することのないよう合理化や効率化を徹底し、男女共同参
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画の中核的組織としてふさわしい活用が行われるよう留意すること。あわせ

て、原状回復の在り方について埼玉県が研修棟や宿泊棟の民間による活用を

望む場合には、県の検討等に協力すること。 

四 男女共同参画の施策の推進に当たっては、地方自治体と丁寧なコミュニ

ケーションを図ること。また、全国のセンターに対し、その機能を充実させ

るための支援を行うとともに、各地でセンターが十分な機能を発揮すること

ができるよう、広域的な連携・協力体制の構築を後押しすること。 

五 機構の有効性及び必要性を不断に検証し、社会情勢や行政需要の変化に応

じて機能や主たる事務所の設置場所を含め組織体制の見直しを行い、その結

果に基づき必要な措置を講ずること。 

 

○ギャンブル等依存症対策基本法の一部を改正する法律案（内閣委員長提出、

衆法第37号）要旨 

 本案は、違法オンラインギャンブル等をめぐる問題が深刻な状況にあること

に鑑み、国内にある不特定の者に対し違法オンラインギャンブル等ウェブサイ

トを提示する行為等を禁止するとともに、違法オンラインギャンブル等を行う

ことが禁止されている旨の周知徹底を図るための措置が講ぜられることを明記

するもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 インターネットを利用して不特定の者に対し情報の発信を行う者は、次に

掲げる行為をしてはならないこととすること。 

 １ 国内にある不特定の者に対し違法オンラインギャンブル等ウェブサイト

又は違法オンラインギャンブル等プログラムを提示する行為 

 ２ インターネットを利用して国内にある不特定の者に対し違法オンライン

ギャンブル等に誘導する情報を発信する行為 

二 ギャンブル等依存症問題に関する知識の普及に当たって違法オンライン

ギャンブル等を行うことが禁止されている旨の周知徹底を図るための措置が

講ぜられることを明記すること。 

三 この法律は、公布の日から起算して３月を経過した日から施行すること。 

 

○手話に関する施策の推進に関する法律案（参議院提出、参法第９号）要旨 

 本案は、手話がこれを使用する者にとって日常生活及び社会生活を営む上で

言語その他の重要な意思疎通のための手段であることに鑑み、手話に関する施

策を総合的に推進するため、手話に関する施策に関し、基本理念を定め、国及
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び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、手話に関する施策の基本とな

る事項を定めるもので、その主な内容は次のとおりである。 

一 基本理念として、手話の習得及び使用に関する施策を講ずるに当たっては、

手話を必要とする者及び手話を使用する者の意思が尊重されるとともに、手

話の習得及び使用に関する必要かつ合理的な配慮が適切に行われるために必

要な環境の整備が図られるようにすること等を規定すること。 

二 国及び地方公共団体は、一の基本理念にのっとり、手話に関する施策を総

合的に策定し、実施する責務を有するものとすること。 

三 手話の習得及び使用に関する施策、手話文化の保存、継承及び発展に関す

る施策、手話に関する国民の理解と関心の増進を図るための施策等について、

基本となる事項を定めること。 

四 この法律は、公布の日から施行すること。 

五 この法律の規定については、この法律の施行後おおむね５年を目途として、

その施行の状況等を勘案して検討が加えられ、必要があると認められるとき

は、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとすること。 

 

＜委員会決議＞ 

○オンライン上で行われる違法賭博問題への対策に関する件 

 政府は、ギャンブル等依存症対策基本法の一部を改正する法律の施行に当

たっては、次の事項に留意し、その運用等について遺漏なきを期すべきである。 

一 オンラインカジノについては、依存症の懸念が強く指摘されているほか、

賭金として我が国の資産が海外に流出しているという点からも問題視されて

いるところ、令和６年度の警察庁委託調査研究により、スポーツベッティン

グを含むオンラインカジノの年間賭額の総額が約一兆二千四百億円と見込ま

れるという実態が明らかとなったこと等に鑑み、オンライン上で行われる違

法賭博に係る問題を、国富を損なう重大な問題と位置付け、政府一丸となっ

て対策に取り組むこと。 

二 オンラインカジノサイトに対するブロッキングを始めとする、オンライン

上で行われる違法賭博を抑止するための措置について、各国において導入さ

れている措置の内容、法的・技術的課題等について調査を行うとともに、我

が国における有効な対策を早急に検討し、その結果に基づき必要な措置を講

ずること。 

三 オンラインカジノサイトにおいて多岐にわたるゲームやスポーツベッティ
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ングが提供されていること、スポーツベッティングが欧米を中心にビジネス

として拡大していること等を踏まえ、我が国においては、法律の定めるとこ

ろにより行われる公営競技等を除き、スポーツベッティングを含むあらゆる

賭博行為が違法であることについて、国民への周知啓発を徹底すること。 

四 暗号資産、クレジットカード等の決済手段や決済代行業者の実態など、オ

ンラインカジノの利用に関する決済の実態を解明し、適切な措置を講ずると

ともに、決済代行業者を始めとするオンラインカジノの利用を幇助する事業

者の取締りを徹底すること。 

五 オンラインカジノを始めとするギャンブル等による依存症について、適切

な医療を受けられる体制を全国的に整備するとともに、患者家族に対する相

談・支援の体制を充実させること。あわせて、ギャンブル等依存症に関する

広報啓発等により、ギャンブル等依存症の未然防止を図ること。 

六 コロナ禍を経て公営競技のオンライン化が一層進行している下で、オンラ

インで行われるギャンブルにはギャンブル等依存症につながりやすい特徴が

あるとの指摘が出されていることに鑑み、依存症対策の観点から対策の強化

を図ること。 

七 本法に基づく禁止行為については罰則規定を設けないこととすることに鑑

み、施行後速やかにその効果について検証し、禁止行為の確実な抑止のため

に必要があると認められる場合は、所要の措置を講ずること。 

 右決議する。 

 

 


